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１． はじめに 
 
「ゆく河の流れは絶えずして，しかも，もとの水に
あらず」とは鴨長明の『方丈記』の書き出しであるが，
果たしてこれは道路上の自動車の流れや歩道の歩行者
の流れにも当てはまるであろうか．都心部の交通の要
所を一日に何度も通過するタクシーの運転手は多いだ
ろうし，通勤に同じ経路を頻繁に用いるドライバーは
定期的に特定の地点を通過することになる．「道路上
の自動車の流れは絶えずして，しかも，もとの自動車
である」のである．しかし，このようなことが重要だ
ろうか． 
交通は移ろいやすいものであり，交通現象に変動は
つきものである．一日の交通量の変動は広く報告され
てきたし，都市生活者として我々は交通量の揺らぎを
目にし，ピークの存在を体験している．しかし，ネッ
トワーク配分において交通量の経時的変動は重視され
ず，近年まで一日交通量を用いリンク交通量が推定さ
れることが支配的であった．時間帯別配分や動的配分
が着目され始めたのは比較的最近のことである．同様
に，ピーキング減少を掘り下げた分析がなされたのは
peak spreadingがTDMの一環として語られ，出発時刻
選択が解析の対象となったここ 20 年ほどのことであ
る．交通行動分析に関しては，行動の状態に着目する
のではなく，行動の経時的変化，特に適応 (adaptation) 
過程に着目した解析が必要と主張されて久しいが 1)，
研究事例は限られたものである 2)． 
これらの例に示されているように，交通現象の経時
的変動について掘り下げた分析は決して多くない．逆
に，変動は望ましいものではなく，交通流の調査であ
れアンケート調査であれ，観測方法あるいはデータ処
理を工夫することにより，「不安定」な変動を除去し，
「安定」した値が得られて始めてそれを解析するとい
う立場が一般的だったと考えられる．これは一体何故
であろうか． 

ここで関連するのが均衡の概念である．系が自己調
整能力を持つかぎり，その系は均衡点に向かって動き
続けると考えてよいであろう．外的条件に変化がない
ならば，究極的に系は「安定」した均衡「状態」に到
達すると考えてよい．しかしこのことは，観測された
現象が均衡を体現するということを自動的に意味する
わけではない．また，ネットワーク上の交通流の挙動
であれ，世帯の居住地の分布であれ，巨視的に観測さ
れた系の挙動は個々の意思決定主体の挙動が集約され
たものである．したがって，個々の意思決定主体が持
つ認知的制約ゆえに，理想状態を前提とした均衡状態
が現実に達成される保証はない．しかし，観測される
現象が均衡状態を体現するという前提に立つ解析は極
めて頻繁である． 
状態が重視されるもう一つの理由は，将来予測の多
くが断面データに見出される関係に基づいているため
であろう．このことは物理現象のように不変の原則が
支配する関係を対象とする場合には何ら問題とならな
い．しかし交通現象，特に社会的要素が強い交通行動
などの現象において，このような不変の原則が存在す
ることを期待することは難しい．さらに，一断面にお
いて変数間に見出される関係は，個体間の差異を説明
するものであり，直接的に変化を説明するものではな
い．例えば，世帯収入と衣料品への出費の関係が断面
データを用いて分析されたとしよう．この場合，被服
費と収入の関係は，断面内での変数の統計的相関に基
づいているが，この相関は世帯間の被服費の差異と収
入の差異との関係を示すと理解していい[註 1]．この関
係を予測に当てはめることは，一段面における世帯間

の差異
．．
にもとづいて，収入変化に伴う被服費支出の変

．

化
．
を予測することになる． 
このように見るとき，これまでに見られる状態の重
視は，解析上の，あるいは観測上の便宜性を主たる理
由とするのではないかという仮説が浮かび上がる．断
面データから導かれるモデルを将来予測に適用するこ
との問題は繰り返し指摘されてきた 3)．しかしデータ
の制約やモデル構築上の困難―特に行動変化に関する
理論の欠落―ゆえに，断面モデルによる予測が未だ主
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流となっている． 
また，任意の時点での観測データが対象とする系の
均衡状態を示すと信じる根拠も希薄である．これは土
地利用のように変化が緩慢な現象に最も如実といえよ
う．近年の情報技術 (IT) の進展に伴い交通現象の新
たな調査法が考案されつつあるが，これにより，等時
間原則が成立していないことを示すデータが提供され
つつある 4)．さらに突き詰めれば，IT の進展が旅行時
間情報をドライバーに提供することに適用されること
自体が，現況における情報の欠落を意味し，均衡の前
提条件が満たされていないことを示している． 
本稿は，「安定」した「状態」を対象に平均的な関
係を抽出しようとしてきたこれまでのアプローチには
限界があるのではないかという疑念に動機付けられて
いる．変化を観測し，変動と変化を明示的に対象とし
た解析が必要とされているのではないか，そして仮に
「安定」した関係が抽出されたとしても，実際の現象
がそのような関係式のまわりにどれほどばらついてい
るかを解析することなくして，現象の理解は不可能で
はないか．この考えに基づき，本稿では，変動の概念
を軸とした新たなアプローチが必要であることを説き，
そのための観測法や解析法を開発するための基礎的考
察を試みる．本稿は本質的にレヴュー論文であり，新
たな理論，方法論を提供するものではない．変化・変
動の解析に向けての予備的考察と理解していただけれ
ば幸いである．  
 

２． 交通解析は何を見ようとしてきたのか 
 
「見る」あるいは「観る」ことは科学的方法の基本
である．肉眼で見ることができないものを見るべく目
の機能を補助する顕微鏡や望遠鏡が古くから考案され
てきた．電子化のなか，電子顕微鏡や電子望遠鏡が開
発され，人類の「視力」はますます増大している．同
様に，計算機能力の向上や IT の進展に伴い，交通現
象を観測し記録する能力は飛躍的に増大しつつある．
解析の対象となる現象を観測・記録し，理論（＝モデ
ル）の構築，検証を行なうことは科学的方法の基本で
あり，その意味で，近年の観測・記録能力の向上は
我々が持つ現象解析能力の向上を意味している． 
観測される交通現象は，交通現象そのものに内在す
る変動を始め，測定誤差などの不確定要素を含んでい
る．これまでの調査・研究では，不確定性の高い測定
値は解析に適さないものとみなされ，より「安定」し
た測定値により置き換えられることが頻繁であった．
解析の意図と観測の対象，観測方法は密接に関連した
ものであるから，このことは，これまでの解析が変動
あるいは変化ではなく一時点における系の状態を対象

としたものであり，安定を志向したものであったこと
を示しているといえよう．本節では，交通現象の分析
で｢変化」や「変動」がどのように扱われてきたのか
を概観する． 
 

(1) 観測における安定の追求 
道路の交通量や個人のトリップ生成などの交通現象
の観測に際して「典型的な一日」を選ぶことは昔から
なされてきたことである．例えば Adiv5) はサン・フラ
ンシスコ湾岸地域のパーソントリップ (PT) データの
分析に基づき，週の中日（火曜日および水曜日）を調
査日として選定することを推奨している 6)．日本の PT
調査でも，休日などのない週の中日を調査日とし，季
節も年間の平均交通量に近いとされる秋を選ぶことが
一般であった[註 2]．予算等の制約の下で情報を効率よ
く取得しようとすれば，最も平均的な結果が得られる
期日を選ぶというのは当然のことである．しかし，結
果として現象が一週間の間に，あるいは季節間で，ど
のように変動するかを示すデータは限られたものとな
る． 
この平均への志向に加え，注目に値するのが「安
定」への志向である．Supernak8) は「社会現象を再現
するモデルは，対象とする現象が安定し一定であると
いう仮定の上に組み立てられることが頻繁である」と
する．そして，例えばZahavi & Ryan9) に見られるよう
な，安定を証明するための研究は，安定の欠落を示そ
うとするものよりもはるかに多いと見うけられる． 
安定への志向は，対象とする現象の安定性仮説のみ
ならず，観測値の安定性の追及にも見られる．観測値
に変動が見られる場合，それを可能な限り打ち消すべ
く策を講じるのが一般であったといえよう．例えば，
観測される数値に変動が激しいとき，集計期間を増加
させ，「安定」した結果が得られるところで解析を行
なうということがなされてきた．その結果，例えば，
田中ら 10) が述べるように「OD交通量がどの程度変動
しているのかについては，首都高速道路に限らずほと
んどわかっていない状態にある」のが現況である．
Bonsall et al.11) は交通行動の変動の重要性を指摘した上
で，「交通行動に内在する変動の程度とその起源が他
に比べ注目されることのない研究課題であったことは
驚くべきことである．．．旧来の調査では，行動の経
日 (day-to-day) 変動は正当なデータ項目ではなく，調
査法を磨き上げることによって消去されるべき問題と
して捉えられてきた」と述べている． 
例外として，岩崎 12) は 5 秒ごとの観測データにス
ペクトラム分析を適用し交通流密度の経時的変動特性
を示している．また，樗木・姜 13) は「道路交通流の
統計的な性質は，集計時間の長さによって異なる．即



ち，短い集計時間を採用するほど交通流の微細な変動
を知ることができるが，その分極端な値が生じ易くな
り，また，扱いが複雑になる．逆に，長い集計時間を
採用すれば，平均化され安定した値が得られるが，交
通流の変動を精度よく知ることができなくなる」とい
う立場から，「交通流の速度分布特性を精度よく理解
すること」を目的に 1 分観測値を用い交通流の密度－
速度 (k-u) 関係を分析している．しかしこれらはあく
までも例外で，5 分間といったより長い集計時間を用
いた解析が大多数を占める．極めて興味深いのは，
「平均化され安定した値」を求めた集計でも，交通流
に限ってみると理想的な関係の周りのデータのばらつ
きは極めて大きいという点である[註3]． 
地価変動の解析に当り，安藤ら 15) は公示価格に基

づき地価関数を推定しているが，この「公示価格は取
引事例比較法を基本にした推定値で」あると指摘して
いる．即ち，ここでも様々な「ノイズ」としての変動
を取り除いた上で得られた「観測値」が解析に用いら
れている．肥田野ら 16) も同様のアプローチでアクセ
シビリティ指標と地点属性を用いた地価関数を作製し
ている． 
地価関数にせよ k-u 曲線にせよ，現象を集約的に

記述する関係式は，観測値から「好ましくない」ノイ
ズを除去するためのフィルターとして機能していると
考えられる．密度－速度データの場合，ノイズを除去
し，境界条件などから理論的に導かれた k-u 曲線を検
証することに主眼が置かれる．既に述べたように，理
論的な k-u 曲線の周りの観測値のばらつきは極めて大
きなものであるが，このばらつきはノイズとして捨象
されるのが一般的であったと考えられる．  
 

(2) 現象の経時的安定性 
短期的な変動の場合，現象に間接的に影響を及ぼす
要因に変化はないと見なすことができ，比較的少数の
要因間の直接的関係に着目することにより変動の分析
が可能となると考えられる．長期的な変化の場合，変
化の背後に数多くの因果関係が存在すると考えられ，
さらに影響要因そのものが変化しているのが一般で，
現象を規定する関係に変化が生じたか否かを特定する
には困難が伴うことが多いといえる． 
例として，個人により一日に生成されるトリップ数
を考えよう．当然トリップ数は日から日へと変動する
が，これは曜日，天候，習慣（例えば，毎週火曜日に
買物に行く）や純粋に偶発的な要因（例えば，クルマ
が故障）により説明できると考えられる．しかし長期
的にトリップ生成を規定する関係式に変化があったか
否かを検証するためには，トリップ生成が観測された
時点での曜日，天候などの要因値に加え，運転免許証

や自動車の保有，年齢，職業，収入，家族構成などの
トリップ生成に影響を与える要因の変化を検討するこ
とが不可欠である．また，通信技術の進展や流通形態
の変化といった社会的変化もトリップ生成に影響を与
えると考えられる．結果として，トリップ生成の長期
的変化を検証するためには多数の要因を検討すること
が必要となるが，これには多大の困難が伴うのが一般
である．このことが，以下に見るが，交通行動の安定
性やモデルの経時的移転可能性について確固とした結
論を文献に見出すことができない理由の一つと考えら
れる． 
交通現象に影響を与える要因のなかでしばしば無視
されてきたのが景気である．交通現象の経時的安定の
検証に際して景気を考慮することは不可欠と考えられ
るが，景気と交通の関係に関する研究は限られている．
梶川 17) は，東名高速道路において「貨物輸送量が景
気後退期にはマイナスになっているのに対して，旅客
輸送量は景気後退期でもマイナスにはなっていないの
が特徴的である」と指摘し，「軽自動車等の交通量の
伸びが著しく，．．特に 1993 年後半から ．．最も交
通量の多い普通車は微増傾向 ．．中型車，大型車，
特大車は景気の変動に合わせて増減」という傾向を示
している[註4]． 
一方山上 18) は，高速道路「インターチェンジにお

ける総取り扱い通行台数」の伸び率
．．．

を従属変数とし，
「昭和60年第 I四半期から平成3年第 I四半期まで」
を分析し，「高速道路の名目料金水準の上昇率 1%に
対して，交通量は 0.36%減少するにすぎないが GNP
の伸び率 1%に対して交通量は 1.4%増加する」ことを
示している．また「高速道路の交通量の変動は景気動
向に左右されやすく，マクロの経済指標の動きと関連
性が高い ．．鉱工業生産指数．出荷指数，消費支
出」などの動きと密接に関連しているとしている[註 5]． 
人口，年齢分布，自動車保有率，免許保有率など交
通行動に影響を与える要因の変化については多数の研
究が積み重ねられてきた (例えば Cervero19)，Roberts20)，
Prevedouros & Schofer21)，van Beek et al.22))．また，トリ
ップに主眼を置いた分析として，交通行動の安定性を
示す Zahavi らの一連の研究（第 4 節参照）に加え，
Cohen & Kocis23)，Kollo & Purvis24) 等が挙げられる．興
味深いのは，前者が都市構造や人口構成の変化を強調
しているのに対し，後者は交通需要の安定性を強調し
ている点である[註 6]．しかし，Kitamura & Kostiniyk25) 

は 1965年と 1980年のデトロイト都市圏の PTデータ
を解析し，交通行動の諸側面を検討した上で，活動の
順序付や時刻依存性を除き，交通行動は経時的に安定
していないと結論付けている． 



交通需要の安定性を検討した研究の問題点は，交通
行動の変化がそれに影響を与える要因の変化によるも
のなのか，諸要因が与えられたときの条件付交通行動
そのものが変化しているのが明瞭でない点にある．例
えばCohen & Kocis23) は1962年と1973年のバッファロー
都市圏のデータを用いて世帯のトリップ生成原単位を
検討し，原単位は世帯人員数別に見ると増加している
ものの（全体で +19.0%），自動車保有台数別に見る
と逆に減少（全体で –5.8%），また，地域別に見ても
減少していることを示している．これは世帯人員数の
減少，自動車保有台数の増加によるものと考えられる
が，世帯人員，自動車保有台数が与えられたとして生
成率が安定していたか否かは論文からは不明である．  
 

(3) モデルの移転可能性 
諸要因と現象を結びつけるモデルは，交通現象の背
後にある「構造」を呈示するものと考えられる．構造
を正確に表現するモデルが経時的に安定しているため
には，構造が安定していることが必要条件であり，モ
デルはほぼ例外なく構造が安定していることを前提に
予測へと適用されてきた．しかし，1976 年時点で
Yunker26) は，「この経時的安定性の仮定は，比較可能
なデータが同一の地域から 2 時点にわたり入手可能な
ことは稀であったため，適切に検証されることはなか
った」と述べている．その後，非集計モデル適用に際
してのデータ収集コスト削減の可能性を主たる動機と
して，モデルの経時的，地理的移転可能性 
(transferability) に関する研究が積み重ねられてきた[註 7]．
ここではこれら研究を概観する． 
モデルの移転可能性性についての研究結果は一様で
はないものの 28, 30)，モデルのパラメータが完全に移転
可能であることは望めないとの共通認識は見られるよ
うである 28)．モデルの安定性は当然のことながらモデ
ルの良し悪しにもより，一般的な結論が見出せる性質
のものではないであろう．また，推定データ 
(estimation data) で最も適合度の高いモデルが応用デー
タ (application data) で最も優れた予測を提供するわけ
でもない 30)．さらに，安定性に関してどのような結論
が得られるかは用いられた手法，評価基準にもよる．
これについていくつか例を見てみよう． 

Yunker26) はミルオーキーを中心とするウィスコンシ
ン州南東部で 1963年のPTデータを用いて開発された
トリップ・エンド・モデルの交通発生，機関分担，分
布の各々のモデルを用い．次の PT 調査がなされた
1972年の需要を予測し，調査データの観測値を用い予
測値を検証している．結果を見ると，総トリップ数は
2.5％過大に予測されている．特にhome-based (HB) 買
物トリップは 13.6%，通勤トリップは 8.2% の過大予

測，逆に non-home-based (NHB)トリップは 10.0%の過
少予測となっている．機関分担については公共交通ト
リップが約 10% 過大予測（ミルオーキー地区の改訂
モデルでは 6.4% 過少予測）されている．分布モデル
の予測性能はトリップ長分布の比較により検証されて
いるが，ここでもトリップ長の過少予測が目に付く．
この研究の問題点として，段階的 (sequential) なモデ
ル構造の適用に際して，予測誤差が何に起因するのか
を特定できない解析となっており，個別モデルが安定
しているか否かの結論付けは不可能となっている点が
挙げられる． 
もう一つの例としてKarasmaa & Pursula34) を挙げる．

この研究では 1981年と 1988年のヘルシンキのデータ
を用い目的地・手段選択モデルの経時的移転可能性が，
異なった移転手法[註 8]の下で検討されている．ここで
もモデルパラメータの安定性は統計的に否定されてい
る．しかしモデルは極めて単純で限られたものと見受
けられる．徒歩，自動車，公共交通が交通手段の選択
肢として挙げられているが，交通手段のサービス水準 
(LOS) は総所要時間，総費用および公共交通の乗り換
え回数のみで表されており，公共交通への徒歩距離や
出発頻度についての情報が含まれていないなど，モデ
ルとして不十分なもので，それが移転不可能性の理由
とも考えられる． 
数少ない日本での移転可能性についての研究の一つ
に，高瀬ら 32) による空港アクセス交通手段選択モデ
ルに関する研究がある．基本的に地理的移転可能性を
検証したものであるが，ここでもモデルの特定が不十
分なため移転可能性が見出せなかったと考えられる．
自動車で空港へアクセスする場合の費用の主要なもの
が空港での駐車料金であると考えられ，これは旅行期
間の関数となるが，これについての情報が解析に用い
られたか否かは不明である．また，自動車利用の場合，
一人当たりの費用は同乗人数に依存するが，それにつ
いての情報も用いられていないように見受けられる．
結果として，旅行期間や同行人数などのトリップの特
性分布が空港毎に異なるとすれば，この研究で用いら
れたモデルが移転可能であることを期待することは難
しいといえよう． 
ここで見た移転可能性の研究は必ずしも一貫性のあ

る結論を提供するものではなく，また，これらの研究
結果から交通行動を規定する構造の経時的安定性を結
論付けることは極めて困難である．逆に，これらの研
究は，断面データに内在する相関に基づくモデルによ
り経時的変化を予測することは不可能ではないかとい
う基本的な疑念3) を，間接的にではあるが，支持する
ものである．なぜなら，断面データにおける相関（共
分散行列）の経時的安定性は，断面データから導かれ



たモデルによる予測が可能となるための十分条件であ
るが，少なくともその妥当性は否定されているからで
ある．そしてこの結果は，影響要因の変化に伴い，交
通行動が断面における相関とは整合しない形で変容す
るため，共分散行列が安定しないという仮説に相反す
るものではない．一方，この仮説を支持するものとし
て，Meurs et al.35) による交通行動における弾力性の分
析がある．より広範なデータ分析によりこの仮説を実
証することが交通行動の予測の可能性と限界を明らか
にする上で必要とされている． 
 

３． 変動について 
 
これまで変動あるいは変化という概念を厳密に定義

することなく用いてきたが，これらの概念は過去に
様々な意味で用いられてきた．例えば，若林ら36)，お
よび朝倉ら37) によるネットワーク交通流の経時的変化
としての「変動」に着目した研究がある．一方，例え
ば佐佐木・朝倉38) および赤松・松本39) は弾力的需要を
指して交通需要の「変動」と呼んでいる．このように
変動という概念は幅広い概念を抱擁するものとして用
いられてきた．本稿での議論を進めるにあたり，まず
基礎的概念を明確に定義する必要があろう．本節では
まず「差異」，「変化」，「変動」の概念を定義し，
さらにそれらについて文献に見られる知見を整理する． 
 

(1) 変動の概念 
変動と呼ばれる概念に関連する英語の単語を羅列す
ると，difference, variance, variation, variability, fluctuation, 
instability, change, heterogeneityなど，様々なものが浮か
び上がる．これらを整理し，ここでは以下の三つの概
念に集約し，各々を検討しよう： 

 
「差異」＝ 個体間の変動 (difference, variance, cross-

sectional variation, heterogeneity)， 
「変化」＝ 経時的変動 (longitudinal variation, 

variability, change)， 
「変動」＝ 確率過程的変動 (variability, fluctuation, 

instability)． 
 

差異：一断面における個体間の変動 (cross-sectional 
variation) を「差異」と呼ぼう．典型的なものとして，
性別，年齢，職業，免許保有など，個人属性の差異が
ある．観測の対象となる個体が道路区間などのばあい，
時間交通量のばらつきが差異にあたる．多変量間の差
異は共分散行列として集約的に表現され，断面データ
に基づく統計的モデルの多くはこの共分散行列に含ま
れる情報から導かれている．このようなモデルをもと

に，「変数 Xが∆X増加すると，変数 Yは∆Y増加す
る」といった解釈がしばしばなされるが，既に触れた
ように，断面データが提供する共分散行列は断面にお
ける差異に関する情報は含むものの経時的変化に関す
る情報は一切含んでおらず，このような解釈は厳密に
は妥当ではない． 
変化：特定の個体の（離散もしくは連続的）状態が
時間の経緯のなか異なったものへと推移した場合，こ
れを「変化」と呼ぼう．変化の背後には，現象に影響
を与える要因の変化があると考えられる．例えば，個
人の平均生成トリップ数が増加するという変化の背景
には，自動車の新規購入により自動車利用可能性が高
まったという変化があることが考えられる．ここで変
化とは一定の方向性を持つもので，ランダムな変動
（以下を参照）は変化とは考えないこととする[註9]． 
戦後の交通現象の変化に影響を与えてきた重要な要
因にモータリゼーション（自動車保有および利用の増
加），交通施設整備，都市化・郊外化，土地利用の高
密化などがある．今後の動向を大きく規定するものと
して，人口学的変化（人口減少，通勤人口減少，高齢
化，少子化，小世帯化など）に加え，女性の雇用の増
加，産業構造の変化と空洞化，「流通革命」，「IT革
命」など様々な社会経済的構造的変化を挙げることが
できる． 
変動：確率過程的な交通現象の移ろいを「変動」と
呼ぼう．もっとも，何が「確率」的であるかは分析の
視点，目的に拠るところがあり，例えば天候による交
通量の変動を確率的と見なす場合もあれば，その変動
を天候が与えられたとして確定的なものとして説明し
ようとする立場もあろう．天候に加え，事故，工事，
イベントなどの偶発的あるいは一過性の事象による現
象の移ろいもここでは変動に含めることとする．また，
影響要因の特定が困難な変動は純粋な確率変動と見な
すことが妥当であろう． 
これらの変動に加え，周期をもって繰り返す変動が
ある．例えば，特定の曜日に出る市への定期的買物ト
リップがこれにあたる．次節で具体例を示すが，道路
交通量は曜日，季節により変化することは周知の事実
であろう．小阪ら 41) は交通量の変動を「月変動，週
変動，曜日変動」の周期的変動に加え「偶然変動」へ
と分解している．また，飯田･高山 40) は「傾向変動と
周期変動および不規則変動」を検討している．偶発変
動および不規則変動は純粋な確率変動に近い概念と考
えることができる． 
差異，変化，変動の概念は現象を規定する構造に対

しても適用することができる．例えば個人の選択行動
を規定する選好構造の個人間の差異は (unobserved) 
heterogeneity の一例である．モータリゼーションの進



展に伴い自動車当りの生成トリップ数が低下する傾向
にあることは，生成率を規定する構造の経時的変化と
見なすことができよう．また，確率過程を規定する構
造が変化するとき，観測される変動の様に変化が生じ
るであろう．構造が経時的に一定であるとき，それが
規定する現象は「定常 (stationary)」であると呼ばれる． 
 

(2) 交通量の周期的変動と旅行時間の変動 
交通量の変動は広く研究の対象とされてきた[註 10]．

飯田ら 43) は，「一般に，交通量変動は月間変動や曜
日変動などのような周期のはっきりした変動と長期間
にわたって時系列的に変化する傾向変動，されにそれ
ら以外の不規則な変動（偶然によって起こるランダム
変動など）が混合して起こると考えられる」とする．
飯田・高山 40) は高速道路の流出入交通量を対象とし
て月，週，曜日に関する変動を分析している．純粋に
ランダムな「不規則変動」が最も大きな分散成分では
あるものの，曜日に関する変動や，月－週の交互作用
が大きな分散要素であることが示されている[註 11]．一
方，小阪ら 41) は首都高速道路を例にとり，「周期的
な変動による交通量の変動は，．．3 割，4 割程度で
あり，残りの 7 割，6 割は偶然変動によるもの」と報
告している． 
これに関連して，Herz46) は交通行動を含む人々の活

動のリズムを分析し，説明された変動のうち，季節変
動に起因するものは自宅内活動の場合小さく（6%），
交通行動の場合比較的大きい（25%）ことを示してい
る．変動の残りは曜日変動によるものとされる． 
交通量の変動そのものの強度についてBonsall et al.11) 

は，「通勤交通に供せられる放射線道路ではピーク時
交通量の経日変動は 5 から 10 パーセントであるが，
15 分間交通量の経日変動は 30 パーセントを越えるこ
とも稀ではない」と英国の状況を報告している．OD
交通量について，田中ら 10) は 5 時間 OD 交通量（午
前 7～12 時）の変動を検討し，OD 交通量の「平均値
が 100 台の場合は，変動係数は 0.4 程度となり，標準
偏差は40台程度である」としている． 
交通量の日変動の例として，京都市の一般道路交差

点での午前6時台から午後9時台までの時間交通量を平
日3日間連続して観測した結果を図１に示す．交通量
が日々変動することは図から明らかである．この場合
3日間のデータで分散の推定値は極めて信頼度が低い
ものの，データから得られる時間交通量の変動係数
（標準偏差/平均）は最大値でも12時台の9.8%と，比
較的小さなものとなっており，Bonsall et al.11) の値と整
合したものとなっている．また，日交通量の変動係数
は1.21%で，小阪ら41) が報告する首都高速道路の日交
通量の変動係数4.96%および幹線道路の3.56%に比べは

るかに安定したものである． 
 

出典：京都府警，「環境にやさしい交通管理」モデル事業幹事会（若林

拓史教授ほか）資料，平成12年6月2日 
調査日＝平成12年2月21～23日（水～金曜日） 

図１．交差点流入交通量の変動：京都市 
西大路四条交差点西行の例 

 
曜日別，月別の平均日交通量を阪神高速道路を例にと
って表 1 に示す．全般的傾向として，月曜から金曜に
かけ交通量は漸増する．週末，特に日曜日の交通量は
少ない．日曜日の落ち込みは大阪地区で最も大きく兵
庫地区で少ない．特に兵庫地区の土曜日交通量は月曜
日交通量と大差ないことが注目される．曜日間の変動
パターンに地域差があることが見て取れる． 
月別の平均日交通量では，3地区を通じ11月が最も

年平均に近い交通量を持つことが見て取れる．しかし
湾岸地区の交通量が4~6月および1月に他地区より小さ
く，兵庫地区の交通量が8月に大きいことが示されて
いる．平均日交通量の月変動そのものは小さいものの，
地区毎に異なった変動パターンを持つことは明らかで
ある． 
このような路線間の交通変動の違いを検討したもの
として，Gunawardena et al.47) によるピーク交通の分析
がある．この研究ではピーク時・ピーク方向の時間交
通量 (directional peak hour volume, DPHV) を, 平均日交
通量 (ADT)，路線係数 l，ピーク交通量係数 K および
ピーク方向係数Dの関数として DPHV = ADT × l × K × 
D と表し，係数 K および D の値を算出した上で，そ
れらを午前・午後，道路タイプ別に各々分散分析して
いる．説明変数としては年度，季節，月，および曜日
が用いられている．全般に土曜，日曜の午前のK係数
が大きな値を取ることが注目される．逆にD係数は平
日の方が大きいという結果がえられている． 
日野ら 48) は大阪府の主要 189 交差点での方向別・

西大路四条，西行
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時刻別交通量データを用い，「平日の変動は商業活動
の盛んな都心部ほど大きい」，「土曜日の交通量も郊
外部では平日より大きい」，「決済日の増加率 ．．．
は，平日比で 1.02~1.03 と目だって大きくはない
が，．．．実際にはわすかな増加によってもかなりの
混雑が惹起されているようである」などの興味深い結
果を得ている．また，中村ら 49) は首都圏の幹線道路
のデータを用い降雨が交通量に与える影響を検討し，
線形モデルにダミー項を導入することにより降雨効果
が示されるとしている． 
旅行時間の変動の分析には竹内ら50)  および井料・

桑原51) がある．竹内ら50) は，阪神高速道路松原ジャン
クションでのビデオ録画から得られた走行軌跡に基づ
く「小区間」での旅行時間と，阪和道から西名阪道に
かけてAVI（自動車輌認識装置）により得られた「大
区間」での旅行時間を時刻の多項式として表し，重回
帰分析により旅行時間の経時的変動における傾向を捉
えている．また井料・桑原51) は関越自動車道の車輌検
知機データを用い，「平成11年7月4日から平成13年12
月31日のすべての日曜日から，データに問題が見られ
た日（3日分）を除外した日（計128日）」を解析の対
象とし，「最大旅行時間は広い範囲に分布している．
すなわち渋滞の規模は日によって大きく異なる」と報
告している．さらに，「渋滞の程度と需要の総量との
間の相関関係はそれほど強くない」ため，「何らかの
方法で ．．．需要の総量を推定することができても，
それだけの情報ではその日に発生する旅行時間の遅れ
を精度よく推定することはできない」としている．
「最大待ち時間」が交通量の線形関数として表されて
おり，渋滞時の旅行時間の変動特性に関する知見を提
供している． 

 

(3) 時刻による交通量の変動 
交通量の時刻変動やパーソントリップ発生の時刻分
布は頻繁に報告されている．例えば椎名ら 52) は東京
都内のいくつかの断面における時間交通量の推移を示
し，断面毎の交通特性の違いを指摘している．また，
トリップ発生時刻の分布の事例は Ockert et al.53)，
Kitamura & Kermanshah54)，飯田ら 55) などに見られる． 

Hill et al.56) は米国諸都市の交通量統計を比較分析し，
交通量の時刻変動の特性を要約している．午前の最も
交通量の多い時間帯は 7時から 8時台で，これらピー
ク時の時間交通量は日交通量の 6.52%から 9.52%であ
る．また，一日で最も交通量が多いのは午後 4 時から
5時台で，日交通量の 9.09%から 10.79%の時間交通量
が見られる．また，ピーク時の交通量の集中度は都市
規模か小さいほど高くなることが示されている．この
結果は前述のGunawardena et al.47) の解析でも示されて
いる． 
高山ら 57) の発生・集中交通量に関する分析では，
パーソントリップ調査データより集計した時間発生・
集中交通量と人口関連指標の相関分析を基に 1 時間ご
とに個別の重回帰モデルを推定し，ゾーン毎の発生・
集中交通量が求められている．また，分布交通量につ
いては OD 分布確率を重力モデルとして定式化し，
「トリップ長指数」を時間帯毎に推定している．トリ
ップ長指数の値は通勤トリップが集中する早朝（午前
7 時から 9 時）に最も小さく，自由トリップの比重が
高いと考えられる昼間時間帯（午前 9 時から 11 時，
午後 1時から 5時）に大きいという結果がえられてい
る． 
時刻別トリップ生成の安定性を示すものに

Supernak58) がある．この研究では，個人カテゴリー別
トリップ生成モデル (person-category trip generation 

表 1  阪神高速道路ネットワークにおける曜日別，月別交通量 

曜日別平均地区交通量（入口交通量）の平均平日交通量に対する割合 (%) 
 日 月 火 水 木 金 土 平均平日交通量 

大阪 68.0 95.2 97.9 97.1 97.7 101.9 83.8 508,133 
湾岸 73.1 93.8 96.2 97.3 97.7 102.4 85.0 112,580 
兵庫 87.3 96.7 99.0 98.8 99.8 103.3 95.4 249,983 

 
平均地区交通量（入口交通量）の月別推移（年平均 = 100） 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 年平均 
大阪 99.6 96.2 101.0 102.5 101.5 99.9 100.0 100.9 103.5 90.2 100.2 103.7 465,400 
湾岸 95.5 93.5 95.4 102.0 102.9 99.2 97.7 100.4 103.3 86.7 99.1 104.4 105,044 
兵庫 99.3 97.9 97.8 102.4 106.9 99.7 98.3 100.3 103.6 91.7 98.3 102.4 242,905 
全地区 99.0 96.4 99.3 102.4 103.3 99.8 99.2 100.7 103.5 90.2 99.5 103.4 813,349 
註: 湾岸地区は中島集約料金所以南の4号，5号湾岸線および2号淀川左岸線よりなる．兵庫地区は尼崎集約料金所以西の3号神戸
線，尼崎東海岸出入路以西の5号湾岸線，および7号北神戸線を含む．大阪地区は，残る3号神戸線の一部，11号池田線，12号守口

線，13号東大阪線，14号松原線，15号堺線，16号大阪港線，および17号西大阪線を含む． 
 



model59)) を用い，時刻別トリップ発生量の予測を行な
うことを提案している．時刻別トリップ生成パターン
は個人カテゴリー間で異なっているものの，地理的で
安定したものであることが 1973 年のポーランドのデ
ータと 1977 年のバルティモアのデータで検証されて
いる． 
当然ながら，トリップ生成パターンは個人の時間利
用パターンから決まる．活動への時間配分や時刻別活
動タイプの分布については，多地域からのデータを用
いた分析が積み重ねられ，共通の時間利用パターンが
浮かび上がっている (例えば Kitamura et al.60, 61)， 
Robinson & Godbey62) を参照されたい)．すでに見た交
通量の変動のパターンの地域差は，部分的には，安定
した時間利用パターンが，都市規模，土地利用分布，
交通ネットワークなどの地域差により，異なったトリ
ップ時刻分布を生み出したものとして説明できよう．
特に都市規模の影響は，すでにHill et al.56) が示してい
るところであるが，直感的に理解しやすいものである． 

 
(4) 交通行動の変動 
比較的安定していると考えられる通勤トリップの出
発時刻も，少なくとも自動車が利用された場合には大
きな変動を見せる．出発時刻選択に関しては動的均衡
の概念を中心に研究が積み重ねられている[註 12]．しか
し，Hatcher & Mahmassani66) が記したように，実際の
出発時刻や経路選択の変動を対象とした研究は実質的
に皆無であった．この状況は 10 年経過した今でもさ
ほど変わっていない． 
変動個別旅行者の出発時刻変動を検討すると，通勤
のように反復性の高いトリップでも，出発時間の変動
は極めて高い．例えば，Jou ら 67) が台湾で 48 人の自
動車通勤者を対象に行なった調査では，個々のドライ
バーについて 5 日間の出発時刻の分散を算出すると，
その平均は 75.3 分（標準偏差は 8.68 分）であった[註
13]．また，5 日間のなかで最も早い出発時刻と最も遅
い出発時刻の差を個々のドライバーについて算出する
と，その平均は17.35分であった． 

Hatcher & Mahmassani66) は，テキサス州オースティ
ンでの 2 週間にわたる帰宅通勤トリップの調査データ
をもとに，出発時刻の変更 (switching) を伴う通勤ト
リップの率は，変更がどのように定義されるかにより
異なるものの，全体の 50.0%から 85.7%に登ることを
示している．また，53.2%のトリップが前日の経路と
は異なる経路を採っていることも示されている．Jou 
& Mahmassani68) は解析をダラスのデータへと拡張し，
トリップ属性の変更がトリップ・チェイニングと密接
に関連することに着目し，通勤トリップに付随したサ
ジャーン頻度のモデルが移転可能であることを示して

いる． 
これらの結果は均衡の概念に基づく現象分析の妥当

性に疑念を投げかけるとともに (Goodwin69) を参照さ
れたい)，Abu-Eisheh & Mannering64) のように旅行時間
を外生的に扱い，到着後仕事開始までの余裕時間の選
択という形で出発時刻を決定するモデルの精度は必然
的に低いものであることを示唆している． 

Bonsall et al.11) はナンバープレートの観測に基づき車
輌を特定し，特定断面での同一車両の通過再起性を検
討している．同一車両の占める割合は，７日間の間隔
を置いた場合で約 50%，2から 5週間後では約 40%，
1 年後では約 25%とされる．毎日同一地点を通過する
確率は，面接調査での回答から推定すると約 80%，運
転日誌の記録によれば 74%，ナンバープレートの観測
結果では約 50%である．経路が変動する理由として挙
げられている主なものは，交通状況，途中での私用，
および目先を変えてみたいという欲求である．通勤途
中での私用の重要性はHatcher & Mahmassani66) でも論
じられているところであり，出発時刻，経路選択モデ
ルの開発にあたり考慮されるべき点であろう． 

Kitamura and van der Hoorn70) は6ヶ月間隔でオラン
ダで実施されたパネル調査の 1 週間長の日誌データを
用い，男性就業者の 69.8% と女性就業者の 58.6% が，
最初の週の買物活動参加パターン（参加－非参加）と
同一のパターンを，6ヶ月後の週のうち 5日から 6日
について示したと報告している．Huff and Hanson71) は，
この結果を同一の行動が繰り返されるタイミングを検
討した唯一の例として挙げるとともに，自らの結果と
の相違を指摘している．Ma & Goulias72) は2日間の日
誌を用いたシアトルでのパネル調査の結果から，同一
の活動あるいは交通パターンを示した個人の割合は
35% に過ぎないとしている． 
こられの結果が示すように，人々の行動が経日的に
変動することは明らかである．また，曜日変動が重要
なことは直感的に理解できる．しかし活動の規則性，
再起性については，対象とする事象の定義が統一され
ていないこともあり，結論付けることが難しいのが現
状である． 

 
(5) 複数日の行動 (Multi-day Behavior) と経日変動 

(Day-to-Day Variability) 
これまでの交通行動分析は，ほとんどの場合 1 日
（多くの場合平日）の活動・交通パターンのみを対象
にしている点に限界がある，とはしばしば繰り返され
る議論である．これはデータの多くが 1 日のみの調査
から得られたものであることに起因する．このような
データは，調査日 1 日に観測された行動について，そ
の日がどれほど典型的なものであるか，あるいは異常



なものであったについて何ら情報を提供しない．個人
の活動のなかには通勤のように毎日規則的に行われる
ものが多くあるが，週末の買物のようにより長い周期
を持って繰り返されるもの，あるいは特定の周期を持
たない活動もある． 
行動の経日変動を検討することが重要となるにはい
くつかの理由がある．第一に，経日変動に関する情報
なしに，行動の個人間変動と個人内変動を峻別するこ
とは不可能である (Hanson & Huff73))．第二に，1日の
みのデータから行動の過去従属性などを特定すること
が不可能であり，場合によっては行動の特性を正確に
捉えることが不可能となる[註 14]．第三に，1 日データ
ではどれだけの個人が特定の行動を採るかを決定する
ことができない．例えば，1 日データの解析により通
勤者の 15% が公共交通機関を利用することが分かっ
たとしよう．しかしこの結果から，全体のうち 15%の
通勤者が常に公共交通を利用し，残る通勤者は全く利
用しないのか，あるいはすべての通勤者が公共交通を
15% の確率で利用するのかを判断することは不可能
である．このことは交通サービスが社会構成員にどの
ように享受されているかを判断する上で，あるいは交
通サービスの情宣，情報提供などにおいて重要となろ
う．さらに，ルーチン行動の多い個人の生活の質は低
いという説もあり 6)，政策分析において経日変動を把
握することの重要性を示唆している． 
経時的変動が重要だとすれば，いかに効率よくそれ
を把握できるかが重要な課題となる．ここで興味深い
のは，「大標本に見られる交通行動の個人間変動は，
個々の個人の行動の経時的変動を適切に表現しうるの
か」という問いかけである 74)．この問に答えるために
は個人の交通行動の経時的変動に関する情報が必要と
なるが，既に述べたようにこのような情報を提供する
データは極めて限られている．さらにデータの欠落に
加え，経日変動に関連する概念も十分に整理されてい
るわけではない．文献では habitual, routine, cyclical, 
typical, usual, randomといった表現が頻繁に用いられる
が，各々の定義が確立しているわけではない． 

Hanson & Huff74) は，「人々は最適化をおこなうの
ではなく満足化 (satisficing) を行っているとすれば，
さらに，行動ルーチンを持つことが，恒常的な意思決
定の必要性を無くしストレスを減少させる満足化戦略
であるとすれば，ほとんどの個人が習慣的な行動パタ
ーンを創り上げていると期待できよう．と同時に，交
通行動は1日，1週，1月，1年，あるいは2から3日，
といった周期を持って繰り返されると信じる根拠も存
在する」とする．逆に行動が変動する理由として，リ
スクの分散，選択肢の探索，および何らかの因果関係
が挙げられている．ここで何故習慣性と周期性が背反

するものとして捉えられているのか疑問は残るが，行
動の変動が様々な特性を持つことは明らかであろう． 
経日変動を記述するに際してHanson & Huff74) は，

「『典型的 (typical)』，『通常の (usual)』，あるいは
『習慣的 (habitual)』行動パターンがあり，それが微細
に変更される」という枠組みを提案している．後に
Hanson & Huff6) は，「習慣的」あるいは「ルーチン」
が同一の意味を持ち，特定の行動が繰り返されること
（再起性）を指すと定義した上で，「交通行動の再起
的側面をデータから抽出することは我々が期待した異
常に困難である」と述べ，さらに，変動を「系統的 
(systematic) あるいは予測可能な変動，一度きりの 
(ephemeral) あるいは非再起性の (non-recurring) 行動側
面，および長期的な構造変化」の要素に分解して把握
することを提案している 71)．系統的変動は周期的行動
を含むと考えられるが，これについて，「変動とルー
チンの双方を把握すること」の重要性を挙げ，再起性
の活動とその活動場所 (“core stops”) が活動パターン
全体の骨格を形作ることに着目することを提案してい
る． 

Kitamura75) のモデルは Hansonと Huffが一連の論文
で提案する概念的枠組みに整合したものである．ここ
では観測された 1 日の交通行動パターンは確率過程の
実現値であると見なし，まず潜在的 (latent) パターン
が確率的に決定され，それが所与として行動パターン
の詳細が決定されるという形でモデル化がなされてい
る．潜在的パターンの経日変動はマルコフ・チェイン
により表わされ，その過去従属性が検討されている．
これに類似した構造は，週の行動パターンが先ず決定
され，次に日々の行動パターンが決定されるという
Pas76) のモデルにも見られる． 
データ分析の結果を見ると，Pas & Koppelman77) は

社会的役割 (role) に関連した制約や責任が個人の交通
行動パターンの変動と関連していることを示している．
また Golob78) は平日と週末間の変動について，「自宅
ベースのツア  (“tour” あるいは  “home-based trip 
chains”) の生成率は平日と週末でほぼ変化なく，世帯
当たり 3.0 をわずかに下回る程度，また，個人では年
齢を問わず1.33である」としている． 
ここで見たように，交通行動の経時的変動の解析は，
適切なデータの稀少性に加え，概念的，解析的枠組み
が十分に確立していないという問題を孕んできた．し
かしこのことはその研究対象としての重要性をいささ
か損なうものではない． 

 
(6) 行動の動的特性 (Dynamics) 
既に触れたところではあるが，交通行動の分析の多

くは行動を静的に捉え，観測された状態に内在する関



係を特定することに努めてきた．また，断面データの
解析に当たり，均衡の概念もしばしば援用されてきた．
観測された交通現象が均衡状態を表すというのは，各
行動主体がそれを取り巻く環境，あるいはそれが持つ
選好構造に変化が生じたとき，直ちに反応を示すとい
う極めて強い仮定の上にのみ成り立つ 1)．実際は，変
化に対する反応はしばしば時間ずれ (“lag”) を伴う．
情報の収集，適応方策の探索，そしてそれら方策の有
効性の学習は時間を要する．さらに，当然のことなが
ら，環境の変化の認知そのものが時間ずれを伴い，ま
た，適応策の探索，学習にしても行動主体が動機付け
られない限り開始されない．これらは全て時間ずれの
要因となる．また，これとは逆に，行動主体の計画行
為により，反応が変化に先行し，負の時間ずれ 
(“lead”) が生じることも缶上げられる．さらに，習慣
や行動の慣性により反応が一切生じない場合もあろう
[註15]． 
また，変化に対する反応の強度が変化の方向により

異なることも示されている 70, 80)．例えば，収入の増大
は保有自動車数の増大へとつながるが，収入の減少は
必ずしも自動車集の減少につながらないということが
考えられる．これは自動車購入の初期費用のためとも
考えられるし，反応までの時間ずれが収入増加時と減
少時で異なるためとも考えられる．結果として，変化
への反応は非対称である場合があろうし，非可逆的で
ある場合もあろう． 
交通行動の経日変動についての 3.5 節の議論のいく

つかは行動の動的解析にも当てはまる．動的解析に適
したデータは稀であり，理論的枠組みは十分に確立さ
れていない．計量経済学や確率過程の分野のモデルが
援用可能な問題が数多くあるものの，反応のずれ，学
習，習慣などを対象としたモデルは未だ開発途上にあ
ると考えるのが妥当であろう．これらに加え，交通行
動の変化の測定に最も頻繁に用いられる離散時点での
パネル調査により行動の変化を解析するに十分なデー
タが入手可能かという疑問も存在する 81)． 
同時に，理論的検討と経験的分析が積み重ねられつ

つあることに疑いはない．既に述べたが， Meurs et 
al.35) により交通行動の経時的弾力性の推定がこころみ
られている．また，行動の慣性の事例が Kitamura & 
van der Hoorn70) により，学習，習慣に関する分析が
Nakayama et al.82)，Fujii & Kitamura83)，藤井ら 84) などに
より提供されている．これらに加え， Goodwin80)，
Mahmassani, et al.85)，Golob et al.86) が交通行動の様々な
動的側面を解明してきた．また，通勤交通行動の動的
側面に着目したレヴューにMahmassani87) がある． 
近年の動向として，交通行動が状態から状態へ遷移

する際の経過時間に着目したものが見られる．これは

交通行動の変化が，特にカープールへの参加について，
期待されていたよりも頻繁ではないのかという認識に
基づく．Beroldo88) の調査では，RIDES と呼ばれるサ
ン・フランシスコ湾岸地域の相乗り推奨プログラムを
介して相乗りを始めた者のうち，47%が約 2.5 年後に
も相乗りを続けていることを示している．Golob et 
al.89) のサン・ディエゴの 2 年間，3 時点での観測結果
では，相乗り通勤者が 1 年後に相乗りを続けている確
率は 0.74 と推定されており，0.742.5 = 0.471 と，
Beroldoの結果と極めて近い値となる． 
事象と事象の間の経過時間の分析に有効なのが生存
時間モデル (山本 90) を参照されたい) である．この手
法を用い，静的な状態としての世帯の自動車保有の分
析から，動的な自動車の購入・買い替え・売却（廃
棄）という取引行為 (transaction behavior) を対象とし
た分析への転換が可能となる．このような分析の利点
については Kitamura91) を参照されたい．最近の分析に
は Yamamoto et al.92, 93) がある．もう一つの興味深いの
が活動のスケジューリングに関して「動的」とみなせ
るモデルが提案されてきたことである (文献 94)~102)
を参照されたい)．これについては別の機会に詳しく
論じたい． 

 
 
４． 交通現象の変動の解析に向けて 

 
すでに見たように，車輌検知機などを用いた交通量

の測定などを例外とすれば，交通現象の調査に際して
変動に焦点がおかれることは稀であった．特に交通行
動に関しては複数日にわたる調査は世界的に見ても数
少ない．パーソントリップ調査も，休日調査や複数日
の調査が付帯的になされてきたものの，データの大半
は各標本世帯について「典型的」な平日 1 日から得ら
れた情報より構成される．恐らくは，平均日交通需要
が得られれば，経験則により 30 番目時間交通量を推
定することが可能で，交通計画に際してそれで十分で
あるという考え方が背後にあるのであろう．しかし，
すでに見たように交通量の変動パターンは都市内高速
道路に限ってみても路線毎に異なったものである．さ
らに，近年の交通計画に要請されているものが，30番
目時間交通量を推定することによって満たされうると
は考え難い． 

 
(1) 安定への志向 
極めて興味深いのは，パーソントリップ調査から微
視的計測値が入手可能であるにもかかわらず，長年に
わたり「安定」した統計量を求めてデータのゾーン単
位での集計が図られてきたという点である．集計はと



りもなおさず情報の損失を意味するが，パーソントリ
ップ調査が開始された当時のデータ処理能力からすれ
ば，ゾーン集計は不可欠であったと考えられる．微視
的計測値が入手可能な場合，R2などの適合度指標が一
見劣悪であるにもかかわらず，集計前のデータを用い
ることにより，より安定したモデル推定が可能となる
ことが広く理解されたのは，非集計モデルが提案され
た1970年代以降であろう． 
にもかかわらず，集計統計量に見られる交通現象の
安定性は極めて好ましい兆候として人々に受け容れら
れてきたと考えられる．例えばZahavi & Ryan9) はその
ような安定性の存在を極めて雄弁に語っている．個人
あるいは世帯の総旅行時間 (travel time budgetあるいは 
travel time expenditure) の概念が着目を浴びたのも，そ
の安定性の故であり，それが普遍的原則の存在を示唆
するためと考えられる． 

Zahavi & Talvitie103) は，「旅行時間および交通費の
支出 (travel time and money expenditures) は，世帯の社
会経済的属性，交通システム，都市構造などが与えら
れたとして，安定したものであることをデータ解析は
示唆している」と述べる．その根拠として，Szalai104) 

から以下が引用されている： 
「より効率的な交通体系が普及している場合，
平均通勤距離は飛躍的に増加するものの，職場
に到達するという目的を達するために費やされ
る時間は，驚くほど狭い範囲に収まってしまう
ようである．多数の都市で通勤時間が同様であ
るという結果は，工業化の影響が同程度である
からでは決してない．実際，工業化の度合いは
調査国間で極めて異なっている． 
「交通の効率性が向上したとき明らかに好まれ
るのは，より外延部へと空間的に拡散すること
で，就業地への距離の最頻値は調査都市間で 15
倍以上異なるものの，通勤時間は極めて狭い範
囲で分散している．この傾向は通勤トリップの
みならず，トリップ全体についても見られる．
自動車の非保有者の旅行時間は保有者より 6% 
多いにすぎない．もっとも，自動車保有者はは
るかにより多くの距離を移動しているが．」  

Zahavi & Talvitie103) は，Szalaiの時間利用調査プロジ
ェクトは「旅行時間は集計レベルでは安定しており，
国間で移転可能であると結論付けている．さらに，旅
行速度が向上したとき，節約される旅行時間の殆どは
より長距離を移動するために費やされていることが観
測されている」と記している．ここでの議論は，断面
での差異と経時的な変化を混同したもので，交通シス
テムの変化が交通行動に与える変化を必ずしも示して
いるものではない．さらに，構造方程式モデルを用い

た断面分析 105) では，「節約される旅行時間の殆どは
より長距離を移動するために費やされている」との結
果は得られず，節約旅行時間の約 1 割が追加的な移動
に割かれるにすぎないという結果が得られている．と
同時に，京阪神パーソントリップ調査の結果でも，平
均通勤時間は 1980年，1990年，2000年の 3度の調査
で，36分と極めて安定した値を示していることも確た
る事実である． 
もちろん，このような安定性は集計レベルでのみ存

在する．その点を批判したのが Supernak8) で，後に前
述の個人カテゴリーに基づくモデルを提案している 58, 

106, 107)．しかしこれは，個人のセグメントを特定する
ことによりセグメント内での個人間の異質性が削減さ
れ，より精度の高い予測を行なうことが可能になるこ
とを示しているにすぎず，本質において Zahavi & 
Talvitie103)のアプローチとさして異なるものではない． 

 
(2) 変動解析の重要性 
安定への志向を動機付ける要因の一つは，現象を規
定する構造の安定性を仮定することなく予測を行なう
ことは極めて困難であるという事実であろう．しかし
ながら，経時的変動を解き明かすことが重要となる局
面が多々ある．例えば： 

• 大気汚染などを考慮するとき，特異事象が極めて
重要となる．現象（例えば区間交通量）の分布に
ついての情報の重要性が増し，旧来の経験則に基
づく推定の信頼性が問われている．  

• すでに見たように，行動の平均的生起確率を集約
的に知るだけでは不充分で，特定の個人が特定の
行動を示す確率を推定することが交通政策上重要
となる．  

• 経時的変動に関する情報無しに，現象の不確定性
とモデル（解析）の不確定性を峻別することは不
可能である． 

• 断面における差異に基づく予測から，経時的変化
に基づく予測へと推移することが必要である． 

これらの多くは，交通計画，政策分析に要請されるも
のが交通容量の提供による需要の充足というこれまで
の方向から，木目細かな需要マネジメント，情報技術 
(IT) の活用，参加型の計画立案などへと転換しつつあ
ることから派生している．また，建設プロジェクトや
施策の評価が重視され，費用・便益が社会的にどのよ
うに分配されているかが重要な課題となりつつあるこ
とも背景にあると考えられる． 
旧来の静的な，そしてしばしば巨視的な分析により

これらの新たな要請にこたえることには困難が伴う．
これまでの通念では，巨視的現象は計測しやすく，安
定しており，逆に微視的現象は観測が困難で不安定で



あり，モデルは複雑となると見なされてきた 108)．同
様に現象を静的に捉えることは比較的簡単であるが，
動的変化を追跡することには困難が伴うとされてきた．
しかし，ITがもたらす新たなデータがこの通念を変え
つつある． 

 
(3) 展望 
変化を測定しようとすれば，経時的な調査が不可欠
であることは通念となりつつある (例えば Huff & 
Hanson71)，Jones & Clarke105))．しかし北村 81) が指摘す
るように，離散時点での観測をもとに現象の変化を正
確に捉えることは困難であるとともに，対象とする現
象のみならず，主要な影響要因の変化をも経時的に測
定・記録することには多大の困難がともなう．また，
Herz46) が指摘するように 1年といった長い周期を持つ
交通行動の安定性を検証することは極めて困難であろ
う． 
しかしながら，新たな計測手法の展開により，少な
くとも 1 週間程度の短期間であれば，人あるいは車輌
の軌跡を時空間内で追跡することが可能となりつつあ
る[註 16]．また，コンピュータを回答者に配布し活動ス
ケジュールに関する詳細な認知データを得るという試
みもなされているし 110)，活動日誌データを用いた 6
週間という長期間にわたる調査も成功裡に終わってい
る 111)．交通現象の動的分析の可能性は広まりつつあ
ると言えよう． 

 
交通現象の動的分析のための調査設計方法と課題，

および動的な意思決定過程の分析については，別の機
会に論じたい．最後に，極めて散漫な構成で推古され
ていない論文となったことをお詫びするとともに，最
後までお読みいただいた読者に感謝の意を表したい． 
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註： 
[1] 「平均からの差異」と考えると相関係数の算出過程
と合致し，より直感的に理解できる． 
[2] 例えば道路交通情勢調査（道路交通センサス）では，

6月中旬から7月下旬，および8月下旬から10月下旬
の火曜日または水曜日に観測がなされる．観測時間は
一般に午前 7時から午後 7時の 12時間であるが，夜
間交通量についての情報が必要な区間では 24 時間調
査がなされる 7)．  

[3] 例えば辻ら 14) を参照されたい．後に例を示すが，道
路断面での時間帯毎の時間交通量の経日 (day-to-day) 
変動はより安定している． 
[4] 交通量に回帰分析を適用することにより結論が得ら
れているが，分析では複数変数を同時にモデルに導入
するのではなく，個別説明変数を順次検討するという
方法が採られており，得られた結論の解釈には注意を
要する． 
[5] 解析ではトラック輸送トン数が説明変数として用い
られているが，これは内生変数としての性格が強い．
また，高速道路延長の推移が一定程度の影響を持つと
考えられるが，これについては解析対象期間が 10 年
足らずと短いためか，検討されていない． 
[6] 世帯を単位とした米国の解析で世帯生成原単位が極
めて安定していることが報告されているのは極めて興
味深い．例えばKollo & Purvis24) のサン・フランシスコ
都市圏での解析では，世帯あたり原単位が 1965 年の
8.777（トリップ/日）に対し，1981 年には 8.713 と，
極めて安定した結果が示されている．一方平均世帯人
員数は調査標本で 1965年の 3.12（人）から 1980年の
2.56へと，また1970年センサスの2.90から80年セン
サスの 2.57へと，大きな減少を見せている．このこと
は世帯の原単位が安定している一方で，個人の原単位
は増加していることを意味している．これが人口構成，
自動車および免許保有率の変化によるものかどうかは
論文に示された結果からは不明であるが，トリップ生
成の解析単位を個人とすべきか世帯とすべきかの検討
が重要であることを示唆している． 
[7] Atherton & Ben-Akiva27)，Koppelman & Wilmot28)，森地
ら 29)，Badoe & Miller30)，Elmi et al.31)，高瀬ら 32) を参照
されたい．Stated preference (SP) データを用いた際のモ
デルの移転可能性を検討したものとして Fujiwara & 
Fujie33) がある． 
[8] Transfer scaling, Bayesian updating, combined transfer 

estimation，および joint context estimationが用いられて
いる． 
[9] ここでの変化は，飯田・高山 40) の「傾向変動」を含
むものである． 
[10] 一般的な議論として佐佐木・飯田 42) を参照されたい． 
[11] 変動のモデル化には他にいくつかのアプローチが見
られる．例えば井上 44) は「モデルの定式化において，
パーソントリップ調査における標本誤差とまったくの
偶然が支配するランダム変動（不規則変動）を考慮の
対象としており，季節変動，月間変動，曜日変動など
の周期変動については考慮していない」とされる 45)． 
[12] Hendrickson63)，Abu-Eisheh & Mannering64) などが代表
的なものである．また，レヴュー論文として桑原 65) を
参照されたい． 



[13] この値は 5780 分という特異値を示した回答者を除
いた平均である．この特異値を含むと平均分散は
194.1分（標準偏差は13.93分）となる． 
[14] パネル調査の重要性に関連して議論されてきたよう
に，個人間に非観測異質性 (unobserved heterogeneity) 
が存在し，それが観測された変数と相関を持つとき，
断面データからモデルをバイアスすることは不可能と
なる (Kitamura3)を参照されたい)．同様のことが1日デ
ータについても言える． 
[15] 行動の動的側面の解析に当たり心理学的アプローチ
が極めて有効なものとなる．心理学の分野を概観した
ものとして藤井 79) を参照されたい． 
[16] 『交通工学』第 34 巻増刊号，特集「交通調査デー
タの新展開」および第 37 巻 5 号特集号「モデルとデ
ータ（交通現象の理論と観測）」を参照されたい． 
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